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第２期北海道環境産業振興戦略の中間点検について

平 成 ３ ０ 年 １ １ 月 ７ 日

経 済 部 環 境 ・ エネ ル ギ ー 室

はじめに

道では、平成24年３月に北海道環境産業振興戦略を策定し各種施策を推進してきましたが、その

後の本道の環境産業を取り巻く状況の変化を踏まえ、平成28年３月に第２期戦略を策定しました。

第２期戦略は平成28年度から平成32年度までの５年間を対象期間とし、その中間年度である平成

30年度において、それまでの取組に係る点検・評価を行うこととしていることから、これまでの施

策の推進状況と今後の施策の方向性について取りまとめました。

重点的に取り組む分野と戦略展開                                   
 

           

戦略１ 【スマートコミュニティ関連】 
本道が持つ技術や製品の

組合せによる新分野での産業

の創出 
戦略３ 【省エネルギー関連】 

省エネルギー関連技術・製品 

の開発支援に加え、サービス系 

事業の育成・振興 
戦略２ 【リサイクル関連】  

地域循環資源を活用した製品

の事業化促進と地域内リサイクル

産業の育成 
○道内企業の独自技術・製品の磨

き上げや新たな技術・製品開発を

促進し、新規プロジェクトの事業化

展開を促進 
○水素社会実現戦略ビジョン等を

踏まえた取組促進 
① 新規プロジェクトの創出 

② 道内企業の参入促進 
③ 関連技術･製品の導入促進 

○リサイクル製品を軌道に乗せる取組

促進やさらなる利用拡大に向けた方

策検討 
○地域の循環資源を活用した地元企業

によるリサイクル産業創出に向けた取

組促進 
① リサイクル製品の事業化及び利

用拡大に向けた取組の促進 
② 地域内リサイクルシステムの構築

に向けた取組の促進 

○道内企業の関連技術の取得･向

上及び独自技術の開発促進 
○普及啓発などの取組のほか、関連

するサービス系事業の育成･振興 
① 製品の需要拡大、導入促進 
② 技術･製品・サービスの開発の促進 
③ 関連技術･製品の導入促進 
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○道内企業の意向などを踏まえたきめ細かなサポート 
○産学官金ネットワーク組織と連携した販路拡大や人材
育成への支援 

○成功事例を増やし、取組の全道的な波及を図る ①事業化に向けた支援 
②販路開拓･拡大に向けた支援 
③人材育成に対する支援 
④制度･規制の見直し 施

策
展
開 方 

 

向 
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施策の推進状況・今後の方向性

道では、環境産業振興戦略に基づき、本道の技術シーズを活用した製品開発などを支援してきたと

ころであり、これまで、スマートコミュニティ関連では、ネットゼロエネルギーハウスの開発、リサ

イクル関連では、製糖工場のボイラー燃焼灰の路盤材への活用、省エネルギー関連では、温泉水や河川の未

利用エネルギーの活用など、積雪寒冷地ならではの取組が進んできています。

一方、道内企業は総じて規模が小さく、開発コストの低減や高付加価値化など収益力の向上、販路

を切り開く力など、事業展開力の強化に課題を有しており、引き続き、企業間連携の支援や取組の段

階に応じたきめ細やかなサポートのほか、全国的な商談会への出展をはじめ、人材育成や技術開発の支

援などにより、本道の強みを活かした環境産業の振興に取り組んでまいります。

第２期戦略では、「スマートコミュニティ関連」、「リサイクル関連」、「省エネルギー関連」の３分

野を重点的に取り組む分野として設定するとともに、これら３分野を含め環境産業を「支援する仕組

み」を充実することとしており、以下、それぞれの分野毎に、点検期間に講じられた主な事業や具体

的な取組とともに、現状における主な課題と今後の方向性を記載します。

【戦略１】スマートコミュニティ関連

〔 推進状況 〕

◆ 寒冷地型スマートハウス街区の開発に向けた取組の促進

○ エネルギー地産地消事業化モデル支援事業【経済部】

・ 地域における先駆的なエネルギーの地産地消のモデルとなる取組に対し、システムの検討、

設計段階から事業化まで一貫した支援を実施（H29）

✓ H28.8激甚災害からの復興を目指すトリエネ・スマート・コンパクトタウン事業（南富良野町）

➢ 事業計画認定地域において、地域における先駆的なエネルギーの地産地消のモデル構築に

向け、調査・検討が進められた。

○ 新エネルギー導入加速化推進事業【経済部】

・ 新エネルギー導入に関する総合的なコーディネート支援を行うとともに、地域の事業計画に

対する認定アドバイスや民間主導の支援に向けた融資手法などの検討会を開催（H29）

✓ コーディネーターを10市町へ派遣し支援

✓ 新エネルギーの地産地消拡大に向けた金融支援検討会（札幌市(H30.2)：出席者13名）

➢ 新エネ導入予定がない市町村や、検討段階にある市町村等へのコーディネーター派遣によ

り、市町村の取組の具体化が期待される。

➢ 金融支援検討会において、新エネの地産地消に向けた金融支援手法等に関する意見交換を

行うことで、課題と検討方向に関する意識共有が図られた。

○ 地域新エネルギー導入調査総合支援事業【経済部】

・ 自治体やコンソーシアムが実施する新エネルギー導入促進可能性調査等に対する支援を実施

✓ 農業者の所得向上や冬期間の雇用創出による地域経済活性化のため、地中熱など新エネル

ギーを活用した農作物の通年栽培化・高付加価値化に向け、実証実験や検討会等を実施

（当別町）（H28）

✓ 家畜ふん尿処理の課題解決のため、バイオガスプラント導入に向けた勉強会、酪農家アン

ケート・ヒアリング調査、消化液等の利用検討及びバイオガス利用モデルの策定等を実施

（幕別町）（H28）
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✓ 家畜ふん尿について耕畜連携を含めた利活用を図るための基礎調査を行うとともに、バイ

オガスプラントの導入に向け、最適な処理方式の検討や導入可能性調査を実施

（本別町）（H28）

✓ 剪定枝等の木質バイオマスと使用済み紙おむつを混合したペレット燃料を製造・利用する

エネルギー地産地消システムの具体化に向け、乾燥試験、燃焼試験等の調査を実施

（幌延町）（H28）

✓ 家畜ふん尿バイオガスプラント導入に向けた検討

（豊頃町、八雲町、中頓別町、帯広市、広尾町、幌延町）（H29）

✓ 農業残さなどのバイオマス利活用システムの構築に向けた検討（芽室町）（H29）

✓ 稲わらのバイオマス資源としての活用や家畜ふん尿のバイオガスプラント等の導入に向け

た検討（厚真町）（H29）

・ 地熱･温泉熱アドバイザーの派遣

✓ 剣淵町（H29.8）、苫小牧市（H29.8）、ニセコ町（H29.10）、苫小牧市（H30.1）

・ 地熱井調査補助

[調査事業]

✓ 温泉井を活用した小規模地熱発電や熱水利用等の事業展開に向け、既存井の現状・特性や

小規模地熱発電事業・熱水事業の可能性を調査（羅臼町）（H29）

➢ バイオマス等のエネルギー資源の活用方法や地域に適した設備導入等に関する調査により

事業化への進展が期待される。

➢ アドバイザー派遣により、地熱・温泉熱の具体的な活用方法の検討が進み、地熱・温泉熱

の利活用の促進につながることが期待される。

➢ 地熱井等調査に対する支援により、今後の地熱エネルギー利用拡大が期待される。

○ 地域主体の新エネ導入支援事業（設計、設備導入、地熱井掘削）【経済部】

・ 新エネルギー設計支援事業（H29）

✓ 町内の森林資源を活用した木質バイオマスボイラー導入に向けた設計を支援（当麻町）

✓ 畜産系バイオマス資源を活用したバイオガスプラント建設事業推進に向けた設計を支援

（陸別町）

✓ 広域ごみ処理施設における使用済み紙おむつや、域内で発生する木質バイオマスを活用し

た使用済み紙おむつ燃料化施設の整備に向けた設計を支援（幌延町）

・ 新エネルギー導入支援事業（設備導入支援）（H29）

✓ キノコ生産設備の暖房用燃料として廃菌床を利用して、廃棄物循環熱利用を実現。また、

廃菌床の燃料化作業において障がい者雇用を行い雇用創出モデルを確立（中標津町）

✓ 温泉施設にて樹脂製柵状熱交換機を導入し、高温の温泉熱を利用して、施設内の給湯部の

加温を行うことで化石燃料の削減を実現（神恵内村）

✓ きのこ菌床センター培養室の暖房設備を改修するにあたり、地中熱ヒートポンプによる冷

暖房設備を導入し、年間通じて安定した培養環境を構築（厚岸町）

・ 新エネルギー導入支援事業（地熱井掘削支援）（H29）

✓ 新設の福祉施設などの施設への給湯・機能訓練用温水プールの加温など、多段階での地熱

水を利用するための地熱井の掘削を支援（北斗市）

➢ 新エネルギー設備の設計により、今後の設備導入への進展が期待される。

➢ 地域の特色を生かした新エネルギー導入の取組により、今後のエネルギー削減効果（３事

業で原油換算 年間△70kl）が見込まれる。

➢ 地熱井掘削に対する支援により、多段階での地熱エネルギー利用が期待される。
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○ 「一村一エネ」事業【経済部】

・ 地域経済の活性化につながる省エネ設備の導入の取組に対する支援を実施（H28）

✓ 温泉排湯を有効活用するため、道内事業者が開発した経済性などに優れた熱交換器を温泉

宿泊施設に導入するとともに、地域の観光事業者や観光客への普及啓発を実施（ニセコ町）

✓ 地域の林地未利用材の木質ペレットを燃料としたバイオマスボイラーをサイクリング観光

の拠点となる簡易宿泊施設に導入するとともに、滞在型観光の拠点としての魅力向上を目指

し、観光客への普及啓発を実施（更別村）

✓ 地中熱を夏季の冷房及び冬季の暖房に活用するため、仔牛育成舎に地中熱交換システムを

導入（標茶町）

✓ 林地未利用材を地域内で燃料として利活用し、エネルギーの地産地消を促進するため、モ

デル的に地域の事業所に木質チップボイラーを導入（上川町、愛別町）

✓ 廃食油によるバイオディーゼル燃料の利活用推進を図り、福祉施設送迎バスや廃棄物収集

運搬車輌等に供給するため、太陽光パネルと内蔵蓄電バッテリーを備えた燃料給油機を導入

（石狩市）

➢ 地域の特色を生かした省エネ設備の導入等の取組により、今後のエネルギー削減効果（原

油換算：年間△140kℓ）が見込まれる。

○ エネルギー地域循環促進事業【経済部】

・ 地域の取組に対する新たな支援枠組みを検討するとともに、地域のエネルギー資源を利活用

し地域振興に資する事業に対して助成（H28）

✓ 太陽光発電設備の導入により売電を行い、地域のイベントや観光PR等を行う事業に対す

る支援を実施（東川町）

✓ 地域の取組に対する新たな支援枠組みの検討会の開催、道外先進事例調査の実施、道内課

題・可能性調査を委託

➢ 各種イベントや観光PR等の取組が進むとともに、エネルギー自給・地域循環のモデルケ

ースを構築する足がかりとなることが期待される。また、新エネルギー導入に係る道外の

先進的な取組や道内市町村等の可能性や課題を把握し、支援施策の検討に反映できた。

○ 地熱資源複合的利用促進事業【経済部】

・ アドバイザーの派遣等を通じて地熱等資源の活用を支援するとともに、地域が行う小規模地

熱発電・熱利用を目的とした地熱井の掘削等に対して助成（H28）

✓ 地熱･温泉熱アドバイザーの派遣（礼文町、足寄町、ニセコ町、奥尻町、別海町）

✓ 道内各市町村の地熱・温泉熱利用状況をアンケート調査し、所有する源泉及び利用施設の

維持管理など、それぞれが抱える課題を把握し、参考となる事例やコスト面を含む解決方法

を示したガイドブックを作成し、ＨＰで公開

✓ 地熱水を活用した発電事業、農業関連事業、健康福祉関連事業等のための地熱資源の開発

可能性調査及び情報収集等を支援（洞爺湖町）

✓ 地熱水を利用して熱利用温室型園芸作物生産施設による農産物の通年栽培を目指すための

地熱井の掘削を支援（足寄町）

➢ アドバイザー派遣により、地熱・温泉熱の具体的な活用方法の検討が進み、地熱・温泉熱

の利活用の促進や、ガイドブックによる他の自治体の同様な課題の解決、並びに地熱井調

査・地熱井掘削に対する支援により地熱エネルギー利用が今後期待される。
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〇 次世代環境産業育成・振興事業（スマートコミュニティ構築・促進事業）【経済部】

・ 道内外で、スマートコミュニティ構築に係るフォローアップ・サポートを実施するとともに、

寒冷地型スマートハウス街区の形成に向けたニーズ調査

✓ フォローアップ・サポートや道外企業とのコーディネート（H28:17回、H29：34回）

✓ 市町村に対するスマートハウス街区形成に向けたニーズ調査（H28～H29）

➢ スマートコミュニティの構築に向けた取組等により、道内事業者の環境産業への参入の機

運情勢に向けた環境整備が図られた。

○ 北の住まいるタウン推進事業【建設部】

・ コンパクトなまちづくり、低炭素化・資源循環及び生活を支える取組を一体的に進め、誰も

が安心して心豊かに住み続けられるまちづくりを目指す『北の住まいるタウン』の推進を図る

ための取組を実施

✓ 目指す姿や取組の方針等を示す「『北の住まいるタウン』の基本的な考え方」を策定し、

パネル展等の機会を通じ配布

✓ モデル市町村の鹿追町、当別町において、町が開催する地域協議会を支援（H28：各4

回、H29：各2回）するとともに、地域計画「『北の住まいるタウン』の実現に向けて」策

定を支援

✓ 各分野の専門家による検討協議会を開催（H28：3回、H29：2回）し、モデル市町村

の計画策定を支援

✓ 市町村職員の実践の参考となる『北の住まいるタウン』実践ガイドブックを策定

✓ まちづくりメイヤーズフォーラムの開催

（札幌市(H29.2)：参加者261名、札幌市(H30.2)：参加者217名）

➢ 「北の住まいるタウン」に係る普及・啓発やモデルづくりを進めたことにより、道内各地

域において、持続可能な地域づくりに向けた取組の一つとして、省エネ・新エネを活用し

たまちづくりのさらなる展開が期待される。

〇 きた住まいる普及推進事業【建設部】

・ 道民の方々が良質な住宅を安心して取得できる環境づくりを目的とした「きた住まいる」の

普及・推進を図るための取組を実施

✓ 「きた住まいる」の推進を図るため、有識者や関係団体等による会議の開催（1回）

✓ 住宅産業関連事業者を対象とした技術講習会や建築物省エネ法への対応に向けた講習会を

開催（7回：網走市(H30.1)、函館市(H30.2)、室蘭市(H30.2)、釧路市(H30.2)、帯広市

(H30.2)、旭川市(H30.2)、札幌市(H30.3)）

➢ 講習会などの開催により、道民への普及啓発が図られるとともに、道内の住宅生産者にお

ける省エネ性に優れた住宅ストックの形成に必要な技術の向上が期待できる。

◆ 先進的なエネルギー関連の技術化に取り組む企業への支援

〇 先進的エネルギー関連技術振興事業費【経済部】

・ 本道の多様なエネルギー資源や技術シーズを活用し、道内の大学や公設試験研究機関等と連

携して先進的なエネルギー関連技術の研究開発を行う事業者に対して補助

✓ 熱源に頼らない防積雪装置の開発（栗山町）（H29）

〇 次世代エネルギープロジェクト事業化推進事業【経済部】

・ 積雪寒冷地特有の製品や技術開発を進める道内外企業によるプロジェクトを支援するととも

に、専門相談員を派遣して事業の評価・助言を実施
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✓ 住宅の床下蓄熱による、給湯用途以外で太陽熱を有効利用するシステムの開発（札幌市）

（H28）

➢ 道内企業のモデルとなる事業者が行う技術・製品開発を支援したことにより、道内の省エ

ネ・新エネ導入が進み、環境産業の振興につながることが期待される。

➢ 複数の技術・製品の組み合わせによる新たな商品の検討が進められた。

◆ 道内における水素関連ビジネスの展開や水素関連実証事業の集積の促進

〇 次世代環境産業育成・振興事業（水素関連ビジネス展開促進・検討事業）【経済部】

・ 将来の二次エネルギーの中心的役割を担うことが期待されている水素エネルギー関連ビジネ

スの展開に向けた先進地調査を実施するとともに、水素関連セミナーを開催

✓ 札幌市(H28.11)：参加者73名、札幌市(H29.11)：参加者70名

・ 水素関連勉強会を地元市と共催で開催するとともに、道外事業者と道内事業者とのマッチン

グを実施（H28：3回、H29：2回）

✓ 苫小牧市 第1回(H28.10)：参加者70名、第2回(H29.1)：参加者35名

✓ 函館市 第1回(H28.10)：参加者29名、第2回(H29.1)：参加者25名

✓ 稚内市 第1回(H28.11)：参加者45名、第2回(H29.2)：参加者35名

✓ 旭川市 第1回(H29.10)：参加者30名、第2回(H30.1)：参加者25名

✓ 北見市 第1回(H29.10)：参加者26名、第2回(H30.1)：参加者25名

➢ 水素エネルギーの利活用に向けた取組等により、道内事業者の環境産業への参入の機運醸

成に向けた環境整備が図られた。

〇 水素社会推進事業【環境生活部】

・ 「北海道水素社会実現戦略ビジョン」に掲げる北海道の地域特性を踏まえた水素サプライチ

ェーンの構築を着実に推進するため、当面の手立てとスケジュールを示す「水素サプライチェ

ーン構築ロードマップ」を策定（H28.7）

・ 北海道の豊富な再生可能エネルギーを活用した水素サプライチェーンを形成するため、道内

各地域で水素・燃料電池やＦＣＶ等を広く周知

・ 北海道水素イノベーション推進協議会を開催（H28.7、H29.6）

・ 道央圏FCV普及促進戦略会議を開催（H29.6、H30.2）

・ 環境・エネルギー講演会を開催（H30.2、道経連等との共催）

・ 水素・燃料電池普及キャラバンを全道で開催

（H28:8地域、10回、H29:13地域、22回）

✓ うち1回はビジネスEXPOにおいて、「ほっかいどう水素イノベーション展」及びフォー

ラムを開催（H28.11）

✓ うち1回は赤れんがガイアナイト2017において、フォーラムを開催（H29.7）

・ 市町村職員を対象とした低炭素塾を開催（H28:2地域、2回、H29:2地域、2回）

✓ 鹿追町（H29.2）：参加者17名、釧路市（H29.2）：参加者23名

✓ 室蘭市（H30.2）：参加者23名、旭川市（H30.2）：参加者22名

・ 全国の先進的取組を紹介する事例集を作成（H28）

➢ 広く全道でエネファーム・ＦＣＶの展示や試乗会などを通じた道民・市町村・関係団体へ

の情報発信を行うなど、水素社会形成に向けた機運を高めることができた。

〇 地域主体の新エネ導入支援事業（水素ステーション整備事業）【環境生活部】

・ 北海道の豊富な再生可能エネルギーを活用した水素サプライチェーンを形成するため、移動

式水素ステーションの整備に対し補助金を交付（H29）
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〇 環境政策推進事業（燃料電池車(ＦＣＶ)導入費）【環境生活部】

・ 北海道が率先して燃料電池自動車を導入し、水素ステーション整備との相乗効果により水素

の利活用拡大（H29）

✓ 移動式水素ステーション１カ所（札幌市）の設置、道の公用車としてＦＣＶ（１台）導入。

➢ 水素ステーションが整備され、全道各地でＦＣＶの展示等を実施し、他の地方公共団体、

民間事業者への波及効果が期待される。

○ プロジェクト誘導型水素関連産業創出・サプライチェーン構築促進事業【環境生活部、経済部】

・ 水素社会の実現に向け、国の資金や民間活力を効果的に誘導し、水素サプライチェーンの展

開・新産業の創出を促進（H29）

✓ 地域実証事業実施地域等における事業者へのヒアリング、意見交換会、勉強会等を実施

➢ 地域や事業者と連携しながら、水素サプライチェーンの構築に向け、検討や調査を行った。

〔 成果指標・補助指標の状況 〕

○ 寒冷地型スマートハウス街区の開発：1カ所（成果指標）

H27年度：0カ所 → H29年度：1カ所（南富良野町でモデル事業実施中）

○ スマートハウスを含む省エネ性能の高い住宅の販売戸数（補助指標）

H27年度：3,325戸 → H29年度：3,704戸

○ ＥＶ充電設備設置数（補助指標）

H27年度：536基 → H29年度：786基

〔 主な課題と今後の方向性 〕

▼ 本年度に改訂された国のエネルギー基本計画では、改訂前の「スマートコミュニティ」の記述

が「分散型・地産地消型エネルギーシステム」に変更となり、スマートコミュニティ構想の特徴

といえる高齢者の見守りなど生活支援サービスに関する記述が削除されましたが、本道の現状も、

複数戸のスマートハウスによる街区の形成には至っておらず、南富良野町における先進的な取組

の展開とともに、個々の住宅のスマート化から促進していくことが課題となっています。

このため、ホームエネルギーマネジメントシステムなどの個別要素の普及から取り組み、省エ

ネ性能や利便性に関する道民の理解を深めながら、段階を追って、スマートハウス街区の形成に

繋げていく必要があります。

▼ 先進的なエネルギー関連の技術化に取り組む事業者に対する補助事業について、例えば、道内

事業者の保有する技術力とマッチする道外事業者や大学等試験研究機関との連携体制を整備する

こととした補助要綱上の要件が、道内事業者にとって取り組みにくい面があることから、年々応

募件数が減少しており、技術化・製品化の減速が課題となっています。

このため、事業者が応募しやすい補助要件の設定など、多くの応募の中から優れた技術の育成

が見込める事業を採択するための工夫をする必要があります。

▼ 道内数カ所において、主に道外の大企業が関与する水素関連プロジェクトが進行しており、こ

れに呼応して、道内事業者において、水素関連事業への参入に向けた機運を高めていくことが課

題となっています。

このため、水素関連ビジネスの促進に向けて、道内事業者のニーズに基づき、道外の先進地で

水素事業の事情を熟知している講師を招いたセミナーや、道内事業者の水素事業への参入を担う

中核的人材の育成などに取り組んでいく必要があります。

▼ 北海道胆振東部地震を契機として、地域で自立的にエネルギーを活用できる体制整備が課題と

なっています。

このため、非常時に外部給電が可能なEV・PHVの普及促進を図ることが必要です。
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【戦略２】リサイクル関連

〔 推進状況 〕

◆ 先進的なエネルギー関連の技術化やリサイクル製品の事業化に取り組む企業への支援

〇 先進的エネルギー関連技術振興事業費【経済部】

・ 本道の多様なエネルギー資源や技術シーズを活用し、道内の大学や公設試験研究機関等と連

携して先進的なエネルギー関連技術の研究開発を行う事業者に対して補助

✓ 家畜ふん尿のメタン発酵消化液から抽出した固形物の燃料化装置の開発（足寄町）（H28）

・ 省エネ・新エネ化の促進に向け、環境産業の振興に資する製品開発に係る実証事業及び市場

調査を行う事業者に対して補助

✓ 古紙発泡断熱材を使用した抗菌保冷保温ボックスの商品開発（札幌市）（H29）

➢ 道内企業のモデルとなる事業者が行う技術・製品開発を支援したことにより、道内の産業

廃棄物のリサイクルが進み、環境産業の振興につながることが期待される。

○ リサイクル産業振興対策費【経済部】

・ 本道における産業廃棄物の循環的利用を促進し、併せてリサイクル製品製造等の事業化促進

を図るため、実証実験、市場調査及び製品改良等を行う事業者に対して補助。

✓ ボイラー燃焼灰を利用した人工砕石製造事業（斜里町）（H28）

✓ ホタテ加工副産物残滓たんぱく質の飼料化の実証（函館市）（H28）

✓ 廃石膏ボードによる有機性排水からのリン回収実証実験（札幌市）（H28）

✓ 「サケひれ部」由来の機能性食品原料開発の実証試験（長万部町）（H28）

✓ 果実加工残滓を利用した肥料の商品化実証試験（札幌市）（H29）

✓ 食品加工残さを利用した肥料化副資材開発に向けた実証試験（安平町）（H29）

➢ リサイクル製品の市場投入に先立ち行う実証実験等を支援したことにより、円滑かつ速や

かな事業の立ち上げ等を実施することが期待される。

〇 ３Ｒ推進費【環境生活部】

・ バイオマスネットワーク会議 事例報告・検討会の開催

✓ 札幌市（H28.7）：参加者165名、札幌市（H29.7）：参加者112名

・ 事例報告・検討会、バイオマスネットワークフォーラムの実施

✓ 札幌市（H29.2）：参加者190名、札幌市（H30.2）：参加者142名

・ バイオマス利活用に関するメールマガジンの発信

➢ 市町村担当者や事業者等を対象としたフォーラムの開催やメールマガジンの発信により、

バイオマス利活用の推進に向けた機運醸成、関係者間の情報共有が図られた。

〇 バイオマス利活用エキスパート・アドバイザー派遣事業【環境生活部】

・ 本道に豊富に賦存するバイオマスの利活用に関する自発的な取組の促進に向け、地域の機運

醸成から事業の具体化に至る様々な段階に応じてアドバイザーを派遣

（H28：10件、H29：7件）

➢ 地域にバイオマス導入に係る情報を提供したことにより、バイオマスエネルギーなどバイ

オマス利活用に向けた取組の実施が今後期待される。
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○ リサイクル製品認定支援事業費【環境生活部】

・ 北海道リサイクル製品認定制度への認定申請に係る費用の一部を補助するとともに、認定制

度の啓発や認定製品の普及促進

✓ 北海道リサイクル製品認定申請に関する補助（H28：３件、H29：３件）

○ 循環型社会形成戦略的推進事業費【環境生活部】

・ 道内における廃棄物の排出抑制、循環資源の利用促進を図るため、循環資源利用製品（リサ

イクル製品）及び先進的なリサイクル技術を認定

✓ 新規認定２８製品（H28）、新規認定２０製品（H29年度末：１８２製品）

○ リサイクル関連情報普及事業費【環境生活部】

・ 事業者、道民にリサイクル事業の取組情報の提供や普及啓発・環境教育を推進するとともに、

廃棄物の実態調査に関する情報を提供

✓ リサイクル事業人材育成セミナー（H29.3：参加者86名）、（H30.3：参加者78名）

○ リサイクルアドバイザー派遣事業【環境生活部】

・ リサイクルに取り組む中小企業等に対して、技術的な助言等を行うリサイクルアドバイザー

を派遣

✓ リサイクルアドバイザーの派遣（H28：５件、H29：３件）

➢ 道内事業者によるリサイクル製品の販路拡大の取組を促進した。

➢ 北海道リサイクル製品認定制度の運用を通じ、循環資源の適正な利用及び廃棄物の減量化

を促進した。

➢ リサイクル産業に係る人材の育成に一定程度貢献することができた。

➢ これまでの派遣により、リサイクル製品の取り扱い拡大や従業員の意識向上など、産業廃

棄物の排出抑制・減量化及びリサイクルに向けた中小企業の取組が促進された。

○ リサイクル技術研究開発補助事業【環境生活部】

・ 事業化を前提に行う産業廃棄物の排出抑制・減量化又はリサイクルに係る研究開発に対する

補助

✓ 燃え殻、動植物性残渣等の再資源化事業に対する補助（H28：４事業、H29：２事業）

○ 循環資源利用促進施設設備整備費補助事業【環境生活部】

・ 産業廃棄物の排出抑制・減量化又はリサイクルに係る施設設備の整備に対する補助

✓ 汚泥の再資源化（３件）、がれき類の再資源化（１件）、木くずの再資源化（４件）、廃プ

ラスチック類の再資源化（６件）、汚泥の減量源化（２件） など２１事業（H28）

✓ 汚泥の再資源化（２件）、がれき類の再資源化（１件）、木くずの再資源化（５件）、廃プ

ラスチック類の再資源化（４件）、廃石膏ボードの再資源化（２件）（H29）

○ 循環資源利用促進重点課題研究開発事業【環境生活部】

・ 事業者等が利用可能なリサイクル技術を開発し、排出抑制や循環的利用を推進するため、道

立総合研究機構に対し研究開発に要する経費を補助

✓ 汚泥を原料とした排煙脱硫剤の実用化システムの構築（H28、H29）

✓ 動植物性残渣利用技術の実用化（H28、H29）

✓ 農業用廃プラスチックの再利用化システムの確立（H28、H29）

✓ 動植物性残渣からの濾過材の開発（H28、H29）

➢ 事業者における研究開発の成果を活用したリサイクル製品の商品化に向け取組が進展し

た。

➢ 自ら排出する産業廃棄物の排出抑制・減量化、再資源化・製品化、又は他者が排出する産

業廃棄物の再資源化・製品化に活用された。

➢ 研究開発でリサイクル技術が確立されることにより、事業者における事業化・普及が可能

となる。
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〔 成果指標・補助指標の状況 〕

○ 地域内リサイクルシステムの構築：3カ所（成果指標）

H27年度：0カ所 → H29年度：0カ所

○ リサイクル認定製品売上高（補助指標）

H25年度：約387.6億円 → H28年度：約280.4億円

○ 産業廃棄物処理業者の新規許可数（処分を業として行う者）（補助指標）

H25年度：20社→ H28年度：10社

〔 主な課題と今後の方向性 〕

▼ 地域内で発生する廃棄物量と再生利用可能量の需給のアンバランスや、法律上、一般廃棄物の

市町村処理の原則から、一般廃棄物に係るリサイクルの広域化が難しいことなどから、地域内リ

サイクルシステムを構築するためには、新たなリサイクル技術による新たな需要の創出や一般廃

棄物の広域処理の促進が課題となっています。

このため、技術研究開発補助や産業創出補助を活用した事業者支援による広域処理の取り組み

を促進していくことが必要です。

▼ リサイクル製品の事業化に取り組む事業者への支援に関し、施設整備補助については応募案件

も多く、継続的に施設整備が図られているが、技術開発や製品開発補助については、事業性の高

い技術・製品に繋げることが課題です。

このため、道内事業者の有する技術シーズを掘り起こし、事業性の高い技術開発や製品開発に

繋げるよう、補助要件の見直しなど制度を工夫しながら施策として継続していくことが必要です。

【戦略３】省エネルギー関連

〔 推進状況 〕

◆ 先進的なエネルギー関連の技術・製品化や寒冷地特有の技術開発に取り組む企業へ

の支援

○ エネルギー地産地消事業化モデル支援事業【経済部】

・ 地域における先駆的なエネルギーの地産地消のモデルとなる取組に対し、システムの検討、

設計段階から事業化まで一貫した支援を実施（H29）

✓ 畜産バイオマスを核とした資源循環・エネルギー地産地消のまちづくり事業(上士幌町)

✓ 地熱資源を活用した「弟子屈・ジオ・エネルギー事業」（弟子屈町）

✓ 稚内市における再エネを活用した地産地消モデル構築事業（稚内市）

➢ 事業計画認定地域において、地域における先駆的なエネルギーの地産地消のモデル構築に

向け、調査・検討が進められた。

〇 先進的エネルギー関連技術振興事業費【経済部】

・ 省エネ・新エネ化の促進に向け、環境産業の振興に資する製品開発に係る実証事業及び市場

調査を行う事業者に対して補助

✓ 再生可能エネルギーによる小規模酪農家向けエネルギーマネジメントシステム(EMS)の

構築（帯広市）（H28）

✓ 交流・直流両対応再生可能エネルギー利用省エネシステムの開発（札幌市）（H28）

✓ 水素吸蔵合金アクチュエーターを利用する自律駆動型窓自動開閉装置の技術開発

（札幌市）（H28）

✓ 地中熱ヒートポンプと太陽熱を利用した北方型暖房システムの開発（札幌市）（H28）

✓ 再生可能エネルギー利用フルシーズン全館空調住宅の普及モデルの開発

（札幌市）（H28）
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✓ 水素吸蔵合金アクチュエータを利用する自律駆動型窓自動開閉装置の商品化

（札幌市）（H29）

✓ 炭層メタンガス(ＣＢＭ)活用によるローカルエネルギーネットワーク化事業

（夕張市）（H29）

➢ 道内企業のモデルとなる事業者が行う技術・製品開発を支援したことにより、道内の省エ

ネ・新エネ導入が進み、環境産業の振興につながることが期待される。

〇 次世代エネルギープロジェクト事業化推進事業【経済部】

・ 積雪寒冷地特有の製品や技術開発を進める道内外企業によるプロジェクトを支援するととも

に、専門相談員を派遣して事業の評価・助言を実施

✓ 積雪寒冷地における地下水利用での融雪と地中ヒートポンプの高効率化の検証事業

（札幌市）（H29）

➢ 複数の技術・製品の組み合わせによる新たな商品の検討が進められた。

〇 戦略的省エネ促進事業【経済部】

・ 省エネ技術等導入可能性調査事業

✓ 水産加工業における消費エネルギー量の多い空調機や冷凍冷蔵機への電力減少システムの

導入等による省エネ可能性調査の実施に対して助成(根室市)（H28）

✓ 食品物流業における使用エネルギーの実態を細かく分析できる電力見える化システムの導

入や、冷蔵機・冷凍機・空調機等のメンテナンスによる機能回復、エネルギーロスの低減等

による省エネ可能性調査の実施に対して助成（札幌市）(H28)

✓ 食品小売業における既存設備稼働の効率アップ対策による省エネ可能性調査の実施に対し

て助成（札幌市）（H29）

✓ 業態の異なる自社の複数施設における省エネ技術等の可能性調査の実施に対して助成

（旭川市）（H29）

・ 省エネの促進等を図るため、リーフレットを作成し事業所等への配布や街頭での啓発を実施

➢ 導入可能性の調査により、当該事業所における省エネの取組が進むことが期待される。

➢ 道内各世帯へのリーフレットの配布や街頭での啓発の実施などにより、道民等への節電・

省エネへの取組に対する意識を喚起できた。

○ 新エネルギー等率先導入推進事業【経済部】

・ 道有施設への率先した新エネ導入等を行い、地場企業等によるコスト面・環境面での創意工

夫と産業間連携を促し、新エネ導入・省エネ推進モデルの普及啓発と環境エネルギー関連市場

を拡大

✓ 昭和新山公衆トイレ（太陽光発電設備の導入）、道立函館美術館（展示室、ホールのLED

照明）（H28）

✓ 道立漁業研修所（ハイブリッド街路灯、高効率ボイラー、LED照明）、道立三岸好太郎美

術館（展示室等のLED照明）（H29）

➢ 地域の関連企業等に効率的な設備導入手法を企画提案させることにより、地場企業の企画

・提案力や技術力向上に繋がるなど、環境産業の育成に寄与。また、他の施設等が導入可

能なノウハウ等に係るパネル展示や省エネセミナー等を行い、新エネ等の普及啓発に寄与。

○ 道有施設の新エネ導入・省エネ加速化事業【経済部】

・ 道自ら中小水力発電をはじめとした新エネルギーの導入等の加速化を図る（H29）
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✓ 管理用水力発電設備の導入（上ノ国）、道管理ダムの小水力発電施設導入の事業化に向け

た調査・設計の実施、帯広警察署の太陽光発電、地中熱利用設備等を導入

➢ 道が新エネルギー利用機器・設備を率先導入することにより、道民、事業者、民間団体、

市町村などへ新エネルギー導入の取組が波及。

〇 寒冷地適応型省エネ技術海外展開促進事業【総合政策部】

・ 道内専門家により、ロシア極東地域での省エネ技術導入可能性を調査

✓ ウラジオストク市、ユジノサハリンスク市（H28.10）

✓ ハバロフスク市、ウラジオストク市、ユジノサハリンスク市（H29.10）

・ ロシア極東地域での省エネ技術普及促進セミナーを開催

✓ ウラジオストク市、ユジノサハリンスク市（H29.2）：参加者50名

✓ ハバロフスク市、ユジノサハリンスク市（H29.12）：合計参加者81名

・ ロシア極東地域より省エネ関連事業者を招聘し、道内関連施設の視察を行うとともに道内関

連事業者とのビジネス交流会を開催

✓ 札幌市（H29.3）：参加者11名

✓ 札幌市（H30.2）：ロシア側参加者14名

➢ ロシアでは北海道の省エネ技術への関心が高く、北海道の寒冷地適応型省エネ技術のロシ

ア極東地域等での拡大が期待できる。また、両地域の省エネ技術関係者の交流により、今

後、道内技術の販路拡大や技術向上が期待される。

〔 成果指標・補助指標の状況 〕

○ 産業部門の最終エネルギー消費量：38.5GJ/百万円（成果指標）

H26年度：34.9GJ/百万円 → H27年度：37.1GJ/百万円

○ コジェネ導入状況（エネファーム）（補助指標）

H27年度：469台 → H29年度：758台

○ ESCO事業の導入件数（補助指標）

H27年度：13件 → H27年度：13件

〔 主な課題と今後の方向性 〕

▼ 産業部門における最終エネルギー消費量の目標は現時点で達成されていますが、家庭部門、業

務部門、運輸部門は部門毎に達成状況が異なっています。

このため、環境産業を担う事業者が積極的に関わることで、本道で課題となっている住宅や業

務用施設（ビル等）、運輸部門の省エネ化を進めることができるよう、これまで実施してきた技

術開発や製品開発に加え、今後は、コンサルティング等を行える事業者を増やしていく取組を進

めることが必要です。

▼ 先進的なエネルギー関連の技術化に取り組む事業者に対する補助事業について、例えば、道内

事業者の保有する技術力とマッチする道外事業者や大学等試験研究機関との連携体制を整備する

こととした補助要綱上の要件が、道内事業者にとって取り組みにくい面があることから、年々応

募件数が減少しており、技術化・製品化の減速が課題となっています。

このため、事業者が応募しやすい補助要件の設定など、多くの応募の中から優れた技術の育成

が見込める事業を採択するための工夫をする必要があります。
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【戦略４】支援する仕組み

〔 推進状況 〕

◆ 幅広い分野への事業参入の促進や事業化・販路拡大を図るための支援

〇 次世代環境産業育成・振興事業（環境・エネルギー人材育成事業）【経済部】

・ 省エネルギー関連コンサルタント育成講習及び環境エネルギービジネスセミナーを開催

✓ 育成講習（H28.8～9：6回、H29.8～10：6回）

✓ セミナー（H28:札幌市4回、参加者計206名、H29:札幌市4回、参加者計303名）

➢ コンサルタント育成講習やビジネスセミナーにより、道内事業者の環境産業への参入の

機運醸成に向けた環境整備が図られた。

〇 環境産業販路確立総合対策事業【経済部】

・ 道外企業との企業間連携による事業化に向けたコーディネートを実施

・ 戦略の重点分野（スマートコミュニティ関連、リサイクル関連及び省エネルギー関連）を中

心に、道内外の最新技術･製品情報や、市場参入に至るプロセス・手続き等に関するガイドブ

ック「環境産業への参入手引き」(小冊子)を作成

・ 道内企業との連携が期待できる道外企業に対してヒアリングを実施（H29:13件）

・ 道外展示会へ北海道ブースを出展

✓ ENEX2017[地球環境とエネルギーの調和展]

（東京都(H29.2)：出展道内企業12社・団体、来場者数1,950名）

✓ ENEX2018[地球環境とエネルギーの調和展]

（東京都(H30.2)：出展道内企業12社・団体、来場者数2,240名）

・ 道の補助支援事業者に対して、環境産業技術・製品の成果発表会や、商社・金融機関等との

プレゼンマッチングを開催

✓ 札幌市（H29.1）（H30.1）、 東京都（H29.2）（H30.2）

➢ 企業間連携の機会創出が図られたとともに、道内企業が有する優れた環境産業関連技術や

製品を道内外に広くPRすることができるなど、環境産業への参入や販路の開拓・拡大の促

進が図られた。

〇 中小企業総合振興資金貸付金【経済部】

・ 中小企業等の経営の安定や事業の活性化を支援するため、中小企業総合振興資金等の融資

制度

✓ ライフステージ対応資金（418件）、（H28新規融資実績：6,737件）

✓ ライフステージ対応資金（405件）、（H29新規融資実績：6,390件）

➢ ライフステージ対応資金「ステップアップ貸付【政策サポート】（環境・エネルギー）」で

は、省エネ・新エネ設備の導入や環境・エネルギー関連産業の振興に資する事業の実施に

必要な資金供給の円滑化が図られ、企業の事業活動の活性化が期待される。

〇 販路拡大推進事業【建設部】

・ 住宅販路の拡大や地域の特性を踏まえた住宅産業の振興に向けた取組

✓ Japan Home & Building Show2016[ふるさと建材・家具見本市]への出展（H28）

✓ Japan Home & Building Show2017[ふるさと建材・家具見本市]への出展（H29）

➢ 住宅見本市への出展を通じて、高気密・高断熱など高い水準の道内建築技術や製品をＰＲ

することにより、道外企業・消費者等の道内住宅関連産業に対する関心を高めた。
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〔 成果指標・補助指標の状況 〕

○ 環境ビジネス実施企業の割合：25%（成果指標）

H27年6月：22.6% → H29年6月：22.2%

○ 道立総合研究機構による企業等への支援件数（環境・エネルギー関連）（補助指標）

H27年度：4,275件 → H29年度：4,547件

○ 道外展示会における道内企業の出展数、商談件数（補助指標）

H28年度：出展数12件、商談件数51件 → H29年度：出展数16件、商談件数34件

〔 主な課題と今後の方向性 〕

▼ 幅広い分野への事業参入の促進や事業化・販路拡大を図るために実施している講習会・セミナ

ーや道外展示会への出展については、概ね順調に実施されましたが、事業化・販路拡大が期待さ

れる道外展示会に参加しようとする事業者の拡大が課題となっています。

このため、より幅広い事業者が参加できるような事業内容の工夫が必要です。

▼ 近年、様々な産業分野で急速に実用化しつつあるAI、IoTなどのデジタル技術や、2019年以

降順次FITの買取期間が終了する住宅用太陽光発電設備の活用におけるビジネス化などを見据え

た動き、また、近い将来増加が見込まれている太陽光パネルの廃棄・リサイクルに関する課題な

ど、新しい技術動向なども踏まえた事業内容とする必要があります。

▼ 風車などの新エネルギー関連施設やヒートポンプなどの省エネ関連機器が普及していくととも

に、経年劣化していく施設・機器も増加し、これらに対する適切な保守管理と長寿命化に対する

ニーズが高まり、道内でこれに対応する体制を整えること課題となります。

このため、道内事業者が日頃より地元で営業している地の利を生かしてメンテナンス分野に参

入できる機会は多いと考えられることから、今後はこうした分野への参入を促す必要があります。

▼ 環境保全に資する技術・製品について最終消費者である一般道民に知っていただくことが、販

路の拡大ひいては環境産業の振興に繋がっていくことから、行政の普及啓発活動だけでなく、産

業界自らも、一般消費者に対する普及啓発に取り組むよう促していく必要があります。


